
京都教育大学・教育学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１４３０２

基盤研究(C)（一般）

2018～2015

認知科学的アプローチにより問題解決能力を育む高校物理カリキュラムの開発

Development of high school physics curriculum fostering problem solving 
abilities through cognitive science

９０３１９３７７研究者番号：

谷口　和成（TANIGUCHI, Kazunari）

研究期間：

１５Ｋ００９７５

年 月 日現在  元   ６ ２６

円     3,600,000

研究成果の概要（和文）：　高校物理教育において「問題解決能力」を育成するために，その基本となる科学的
思考の基礎となる「推論パターン」の習得と活用を促す，認知論的アプローチに基づく異なる物理授業を開発し
た。公立高校の2，3年生を対象に，年間を通して継続的に実践した結果，生徒の認知発達が促され，物理学習に
対する動機づけが向上するとともに，物理の概念的理解および問題解決能力の向上が確認された。さらに，それ
を実現できる教員研修を実施し，本研究成果の教育現場への普及の可能性が確認された。

研究成果の概要（英文）：   In order to foster "problem-solving ability" in high school physics 
education, we developed physics classes based on a cognitive approach that promotes the acquisition 
and use of the "reasoning pattern" underlying scientific thinking. As a result of practicing 
continuously throughout the year for the second and third graders in public high schools, students' 
cognitive development was promoted, motivation for physics learning was improved, and conceptual 
understanding of physics and problem solving ability were improved.  
   In addition, we conducted teacher training so that in-service teachers could do it and the 
possibility of spreading this curriculum to the field of education was confirmed.

研究分野：科学教育・物理教育
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は，現在の日本の中高生の理科学習に対する課題として指摘されている，生徒の学習意欲の低さに対し
て，生徒の認知発達状況と学習内容の難易度の不整合に起因している可能性を質的・量的に指摘し，認知論的ア
プローチにより，それを向上させるだけでなく，問題解決能力の向上にも成功している。
　この成果は，学習指導要領が目指す「主体的・対話的で深い学び」を実現する際の生徒を見取る新しい観点と
して現職教員に受け入れられているなど，社会的意義も高い。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
高等学校学習指導要領において，課題解決能力の育成が目指されて久しいが，OECD-PISA 調
査 1)および義務教育課程における全国学力テスト 2)による日本の中高生の実態として，問題解
決能力に課題があることが指摘されている。これらのことは，学習した範囲では科学的な知識
を獲得しているものの，その知識を問題解決に用いる方法すなわち科学的思考の基盤となるい
くつかの考え方＝「形式的操作の推論パターン」（例えば，変数制御，比例性，補償，蓋然性，
相関性，形式的モデルの扱い，等）が身についていない生徒が存在する可能性を示唆している
3）。とりわけ，これらの推論パターンは高校物理を学習するにあたって必須であるものの，推
論パターンの習得・活用を意識した授業やカリキュラムは提案されておらず，研究報告もほと
んどない。 
一方，英国には，認知科学を基盤とした【科学教育による認知促進（Cognitive Acceleration 
through Science Education: 以下 CASE）】プロジェクト，およびそこで開発された“Thinking 
Science”と呼ばれる，全 30 回で構成されるプログラム教材がある 4）。このプロジェクトの核
となる概念は【認知促進（Cognitive Acceleration：以下 CA）】と呼ばれ，形式的操作の推論
パターンの活用に焦点を当てた一連の授業（以下【CASE 授業】）を通して，科学的推論能力の
育成を目指すものであり，この概念は英国のナショナルカリキュラムにも影響を与えている 5）。
このように，CAの概念は，現在の日本の中等物理教育における前述の課題を解決する可能性が
あるものの，日本の教育現場への導入の可能性を探る組織だった実践的な検討は，申請者らの
研究グループが義務教育課程を対象に行っている 6)のみで，高校の教育課程を対象とした研究
はない。 

 
２．研究の目的 
本研究では，中等教育における現在の教育課題である「問題解決能力」を育成する方法とし
て，その基本となる「科学的推論能力」に着目し，認知論的アプローチを用いた物理授業およ
び評価方法を開発し，その育成を目指した。具体的には，（1）生徒の「認知的な発達段階（以
下，認知段階）」を調査し，科学的推論能力の基礎となる「シェマ（推論パターン）」の活用力
を評価する方法を検討，開発する。その結果をふまえ（2）推論パターンの習得・活用力を育む
「物理基礎」「物理」の授業を開発するともに，学習意欲や物理概念の習得状況への影響を調査
する。さらに，（3）高校 3年間を通して，問題解決能力を段階的に育む物理カリキュラムを提
案するとともに，それを実現する教員支援のための研修プログラムの開発を目指した。 
 
３．研究の方法 
高校生の科学的推論能力を評価する調査問題を開発するとともに，京都府内の公立高校（研
究協力者の勤務校）の 2，3年生（A，B，Cクラス）を対象として，高 2年次（認知論的アプロ
ーチ 1 年目）には，認知段階の調査結果に基づき，必要な【CASE 授業】による CA を目指す。
さらに，高 3年次（同 2年目）には，高校物理における各単元の学習内容を CAの視点で分析し，
各単元の目標を授業の軸としつつ，各単元（学習）の特徴にあった「推論パターン」の獲得，
活用を働きかける【CA物理授業】およびカリキュラムを開発，実践する。なお，生徒の認知段
階および CA の達成度評価には英国の“Science Reasoning Tasks：以下 SRTs7)”を用い，調査
問題の開発にあたっては，SRTs による調査結果および授業中の生徒の認知的反応との比較によ
って妥当性を検証する。また，開発した授業の評価として，物理概念の理解度を“Force Concept 
Inventory：以下 FCI8))”，物理に対する学習意欲を「総合的動機づけ診断 9)」，認知的な発達段
階を SRTs を用いて，それぞれ各年次の開始時（4，5月）と終了時（2，3月）に調査し，各々
の変容間の相関を調べ，生徒インタビュー等によって，その妥当性を検証する。 
 
４．研究成果 
(1)高校生の実態 
はじめに，研究協力校における実践の初年次の学年（2 年生）C クラスの認知的な発達段階
および学習に対する動機づけの実態について，SRTs および総合的動機づけ診断による調査を行
った。SRTs の結果より，形式的操作段階に到達している生徒は 2割程度しかおらず，約半数が
具体的操作段階であることが明らかになっ
た。これらの生徒は，高校物理で扱う抽象的
な思考を前提とする学習に取り組む以前の
大きな課題がある可能性を示唆している。 
また，総合的動機づけ診断の結果（図 1）
において，【感情的要因】と【社会的環境】
の下位尺度が際立って低いことがわかる。
【感情的要因】は学習時の不快感情への耐性
を，【社会的環境】は自己の学習に対する周
囲の存在の有用性の認識を示していること
を考慮すると，生徒は義務教育課程における
物理分野に関する学習を，不快感情を伴わな 図 1 物理学習の動機づけ状況 



い限度で，他者との交流や協働の有効性を感じることなく行ってきたことを示唆している。 
したがって，認知論的アプローチ（両授業）では，思考することの効力感をいかに喚起する
かに留意した。具体的には，適切な難易度の課題によって認知的葛藤を感じ，他者との話し合
いを通して，それが解消されたり，理解が深まったりする過程を経験させ，積極的にメタ認知
を促すなど，思考することを学習活動の中心におくはたらきかけを行った。 
 
(2)認知発達への影響 
認知論的アプローチを実施した
クラス A，B，Cと統制群の認知段階
分布の変容を図 2 に示す。ここで，
統制群は1年間でほとんど変容がな
いのに対し，実施群は全クラスでそ
の促進が確認できる。特に，2年間
にわたり継続的に実施したクラス C
の変容が大きい。これは，まさに本
アプローチの認知発達への寄与と
ともに，このようなはたらきかけな
しには，その自然発達はほとんど生
じないことを示唆している。 
また，クラス Cの結果から，実施
2年次(1年目)よりも3年次(2年目)
に認知発達が促される傾向が確認できる。なお，クラス Bは 3年次に「物理」が開講されてい
ないため，クラス Bの 3年次の認知発達の変容は【CASE 授業】によるものと言える。 
 
(3)力学概念理解への影響 
力学概念理解に対する授業効果を分析するため
に，クラス Aと Cの FCI の得点率を用いて「規格
化ゲイン 10)」の比較を行った。図 3 より，3 年次
のプレおよびポスト得点率および規格化ゲインと
も，クラス Cの方が高いことがわかる。その理由
として，授業者の本授業スタイルへの「慣れ」に
よる影響が考えられる。実際，クラス Cは，１年
先行して実施したクラス Aでの実践の反省を活か
し，グループワークの機会を増やすなどの工夫を
行っている。特に，クラス Cの 2，3年次を通じた
2 年間の規格化ゲインは 0.44 に達しており，【CA
物理授業】が生徒のアクティブ・ラーニングを促
していた 11)ことを示唆している。 
 
(4)動機づけへの影響 
本実践の物理学習に対する動機づけへの影響に
ついて検証するために，ここでは，調査した 10
個の下位尺度のうち，有意な向上が確認された【感
情的要因】と【社会的環境】について分析を行っ
た。図 4はクラス A～Cの各年次(1 年間)のクラス
平均の変容(差)を示している。図より，各クラス
に共通して，2年次(1 年目)は，【感情的要因】の
変容はほとんどなく(t=0.63)，3年次(2年目)に大
きく向上する傾向(クラス A，C)があるが，【社会
的環境】は 1年目から大きく変容する傾向 (特に
クラス B,C)があることがわかる。つまり，【感情
的要因】と【社会的環境】に変容があらわれる時
期に“ずれ”が確認できる。 
このことは，本授業スタイルに，生徒が段階的
に適応した結果として解釈することができる。こ
れはまさに，1 年目に認知発達に焦点を当てて生
じさせた認知的葛藤を討論によって解決を目指す
CASE 授業により，「自己の学びを支えてくれる存
在」として周囲を認識し，シェマの発達（推論パ
ターンの獲得）が促された結果，2年目の CA 物理
授業において，授業者の課す物理の問題を正しく理解できたこと，すなわち，課題そのものの
難しさに直面できたことにより，感情への揺さぶりが生じたことを示唆している。 
ここで，クラス Cの特徴的な変容に注目する。3年次の 7月の時点では，2年次当初に比べて

図 2 認知的な発達段階の分布率 

図 3  FCIの得点率と規格化ゲイン 

図 4  動機づけの変容の時期 



【感情的要因】，【社会的環境】とも上昇が確認できるものの，3 年次末には両尺度とも大きく
低下している。この変化は，ポスト調査の実施時期がクラス Aとは異なり，実施校の授業がす
でに終了した時期であったことが影響した可能性がある。すなわち，生徒の物理学習に対する
動機づけが，学ぶこと自体が「目的」である「内発的」なものではなく，自分の目標（就職，
進学，卒業など）を達成するための「手段」である「同一化的」または「取り入れ的」なもの
であった可能性を示唆している。 
 
(5)問題解決能力への影響 
 開発した科学的推論力をはかるパフォーマンス課題「ダチョウの卵で温泉卵をつくるには」
を用いて，問題解決能力の経時的な変容を調査した。その結果，2 年間の継続的な実践を行っ
たすべてのクラスにおいて，1年目の終了時では変容はほとんど確認されなかったが，2年目の
中間を過ぎると，抽象的な変数への気づきや抽象的な課題に対する変数制御の習熟など，急激
な成長が確認された。この結果は，認知論的アプローチが問題解決能力の向上に寄与したこと
を示唆している。さらに，(2)，(4)節で述べた認知発達および動機づけの変容の傾向とも矛盾
しないことから，これらの相乗効果により，その向上が実現されていることが考えられる。こ
のことは，実践後の生徒インタビューにおいても，それを示唆するコメントが多数出されたこ
とからもわかる。 
 
(6)教員研修 
開発した認知論的アプローチを教育現場に導入するためには，授業者の中で，認知発達およ
び動機づけに関する理論的理解とファシリテーション能力をはじめとする実践力との融合が不
可欠である。そこで，本研究の成果を活かし，それを目指した教員研修講座を平成 29，30 年に
開催した。その結果，“認知発達の視点での生徒の見取りの意義”“CASE プログラムの継続的な
実施”“通常授業におけるシェマ（推論パターン）の積極・意識的な活用”など，本アプローチ
が生徒の学習に対する態度や動機づけの向上に寄与することに高い共感を得て，さらに「自分
の勤務校でも実施したい」という前向きなコメントも多数出された。一方で，「認知論的アプロ
ーチの有用性は理解できたが，勤務校で実施するにはもっと事例研究など具体的な検討が必要」
など継続的な支援の要求も出された。 
 
(7)まとめと今後の展望 
本研究において開発した認知論的アプローチは，生徒の認知発達を促すとともに，学習に対
する動機づけを向上させ，それらの結果として物理概念の定着および問題解決能力の向上に寄
与することが確認された。生徒の興味関心をひく教材研究や ICT を用いた AL型の授業開発研究
に注目が集まる傾向がある中で，本研究は，生徒の認知発達（物事をどのように捉えているか，
捉えるか，といった本質的な能力）に注目した介入が，情意面への支援を含む介入となること
を示した新規的なものである。実際，本研究の成果を現職教員研修のテーマとして用いたとこ
ろ，受講者から高い評価を受けたことからも，現在の教育現場のニーズに合ったものであるこ
とがわかる。今後，このアプローチを広く普及するために，授業者の理論的，実践的理解を保
証する継続的な支援体制を構築していく予定である。 
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